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２．本共同研究での検討項目

• 湾や土地の地勢に応じて有効な防潮堤・堤防の計
画

• 人的被害抑止のための計画

– 居住地域と業務地域の分離する土地計画

– 高台等における住宅地造成

– 低地就業地域の避難のための高架道路

• 産業施設・設備の被害低減

– 船舶の被害低減のための浮き桟橋

– 石油タンクおよび石油の漂流防止

– 水産加工業などの被害低減



３．復興計画の前提

• 当該地域の津波災害の特質と地域特性を踏まえ
た計画であること

• 当該地域自体が主体的に考え決定した計画であ
ること

• 国や県により復興のために必要な支援が適切に
行われること
– 港湾岸壁、防潮堤、道路、上下水道など防災・生活・産
業インフラの復旧・復興

– 被災地域から住居を移転する居住者の土地の買い上げ

– 高台での宅地造成および低地部宅地の防災改修への
国庫補助・融資

– 被災地域に残る企業・住民への融資

– 地元の金融機関が被災地域の企業、住民対して保有す
る債権の買い取り



４．復興計画における防災対策上の検討項目
(1)湾や土地の地勢に応じて有効な防潮堤・堤防の計画

• 将来起こりうるプレート型地震による外海上
での津波の波高の想定

• 湾口の幅、湾の水深、湾の形状を考慮した防
潮堤設置位置での津波高さと流速の評価

• 防潮堤にかかる津波荷重の評価

• 河川への遡上や低地への遊水による津波荷
重の低減と防潮堤の配置・形状の計画

• 津波が防潮堤を越流した場合の浸水深と流
速の評価



４．復興計画における防災対策上の検討項目
(2.)人命確保；(2.1)高台等における住宅地造成

• 住宅をRCなどの堅固な構造の共同住宅など
にする

– 建物の必要高さ、強度

• 盛土と陸上防潮堤を組み合わせて居住地域
を保護する

– 盛土による津波荷重低減効果

• 高台への避難経路を確保する

– 避難経路計画指針

– 避難経路の認識のさせ方、避難誘導方法









４．復興計画における防災対策上の検討項目
(2.)人命確保；(2.2)低地部業務地域への高架道路建設

• 高架道路設置位置での津波高さと流速の評価
（浸水高さが橋桁に及ぶ場合）

• 高架道路の橋桁にかかる津波荷重の評価
（浸水高さが橋桁に及ぶ場合）

• 津波荷重に耐えるために合理的な高架道路の形式・
設計
（橋桁、橋脚）

• 津波からの避難と通常時の利用を考慮した配置計
画・設計
（津波を避ける意味では高いほど良いが、高いほど建設コスト
が増加し、通常時の利便性が低下する）



４．復興計画における防災対策上の検討項目
(3.)産業施設の被害軽減

• 船舶の被害軽減のための浮き桟橋の設置

• 石油タンクおよび石油の漂流防止

• 水産加工業施設などの被害軽減

• 造船業などの被害軽減



４．復興計画における防災対策上の検討項目
(3.)産業施設の被害軽減；(3.1)船舶被害の軽減と浮桟橋

• 浮き桟橋の形式の選定と設計
– 常時水面に浸っているか、水位が上昇したときのみか

• 浮き桟橋の材料の選定
– 重量、塩水に対する耐腐食性、耐経年劣化

• フロート材料と形式の選定
– 重量、塩水に対する耐腐食性、耐経年劣化

– 分離方式、連続方式

• 浮き桟橋の漂流止め構造に掛かる荷重の評価
– 浮き桟橋のフロートに津波の流れが及ぼす荷重

– 浮き桟橋に係留された船舶に津波の流れが及ぼす荷重



津波時の水位

連続型
フロート

分散型
フロート

油膜

浮き桟橋による船舶の漂流防止（４．３．１ ）

通常時の水位 主目的は船舶の係留を確保し、
陸上への漂流を防止すること

浮き桟橋の副次的効果：石油火災の漂流防止

両者とも浮力は同じ。分散型の方が濡れ面が小さいので流れによる抵抗は幾分小さいと思われる。
ただし、連続型は湾内に漏出した油も止められる可能性がある。







４．復興計画における防災対策上の検討項目
(3.)産業施設の被害軽減；(3.2)石油タンクの漂流防止

• 石油タンクの配置計画
– 津波の流れの直撃を避ける位置に設置

– 津波来襲の前面に堤防を建設する

• 石油タンクの漂流防止
– 漂流止めを設置し、浮き上がっても流れないように繋ぎ止める

• 石油の漏出防止
– タンクが浮き上がって配管と離れたときの自動遮断弁を設置する

– 配管地下埋設して、流れによる衝撃、浮力による破損を避ける

• 石油の漂流防止
– 自動遮断失敗、タンク破損による石油漏出に備えて、浮き防油幕

を設置する。

（石油は水より比重が小さいので、防油幕内で水面上に浮き、水
位と共に上下する）



石油タンクの漂流止めと浮き防油シート（４．３．２）

防油堤
浮き

浮き防油幕

石油タンク

漂流止め

浸水時石油漏出遮断 浸水時石油漏出（含：再津波浸水時）

非浸水時石油漏出（含：津波が引いた後）



５．被害軽減のためのフロートシステム
の利用の可能性

• 建物被害軽減のためのフロートシステム利用
に関する技術的検討項目
– フロートシステムの必要サイズ

– 漂流止めの構造と強度

– フロートシステムの設置空間

• フロートシステムのその他の利用可能性
– 陸上防潮堤の防水門の自動開閉

– 津波避難高架道路の高さを水位が超過した場合
の橋桁破壊防止



フロート

フロート

ピット：
海面の水位が上昇したら
水路or管で海水が流入

海面

津波面

漂流防止のため
ガイドポールは
適切に設置する

水面まで浮き上がるので
建物重量に相当する水圧に
耐えれば良い。

仮に１ｔ/m2の重量なら、フロート
は1m程度のトラス梁を組んで
合板/鉄板で水密に覆えば良い。

重量のある建物は地下室全体を
フロートとして活用することも可能

流れによる効力を受ける部分は基本的に
この深さのみだが、大きな流速が危惧
されるところは避け、また抵抗の小さく
なる形状を工夫する。

フロート方式による建物の津波被害軽減（５．１）



漂流止めの構造タイプ例（５．１）

フロート フロート

鉄骨□柱に心棒を通す
（鉄骨造のみ可）

伸縮棒とし浮き上がりに伴って
引き出されるタイプ
（構造に依らず可能、本数は自由）



堤防

フロート

津波時の水位

津波水門

フロートの浮力は水門を持ち上げるだけで良いから
小規模で良いが、水深に比例する水圧に耐える必要が
ある。Ex：水深10ｍなら10ｔ/m2の水圧

概念的なもの。管でなく、用地内に水路を
切っておいても良い。

津波が引いて水位が下がったら、ピットの水が
自然に排出されて水門が開くようにするため。
通常時は乾いている状態がメンテ上も良い。

フロート

満潮時

陸上堤防の水門の
閉鎖機構（５．２）

陸上に堤防を設ける場合は、通常時における両者の連絡動線が必要。
１つの方法は堤防を跨越する道路を設けることだが、長い斜路が必要
となり、通常時は不便である。従って、下記のような貫通通路を設ける
ことが考えられるが、これは津波の際には確り閉鎖しなければならない。



干潮時

満潮時

津波時の水位

フロートの設置場所（５．１）
１階床構造
をトラスとし
水密に被覆

方法１：宅地に共同溝を設置し
床下ピットと繋げておく

方法２：半地下室を設置し１階床
トラス（水密構造）を天井
としておく

半地下室
ピット共同溝

方法１：共同溝からの水の
流入により浮上

（全体or地上部分）

方法２：半地下室へ水が流入する
と１、２階部分が浮上

備考：方法１は宅地造成が幾分高価。しかし、電柱の倒れかかりなどの心配が少ない。景観的にも良い。

方法２は宅地造成は通常コストですむが、地下室は物置などに使われるので、浮遊瓦礫が幾分発生する。

浮力



緊急に実施 １～２年以内 ２～４年 ５～10年

復興マスタープランの作成 ○

土地利用計画の確定 ○

宅地造成 ○

港湾復旧 ○

産業インフラの復旧 ○

住宅の建設 ○

防潮堤の復旧・建設 技術的検討・設計 ○

陸上防潮堤の建設 技術的検討・設計 ○

津波避難高架道路の建設 技術的検討・設計 ○

浮き桟橋の建設 技術的検討・設計 ○

産業施設の復旧・復興 可能なものから順次復旧・復興

６．復旧・復興に関する検討課題とスケデュール


